






















は，民法典の旧 2092 条および旧 2093 条 今日の 2284 条および 2285 条〔訳
者注：担保に関する 2006 年月 23 日のオルドナンス 2006-346 号により条文の配置
が変更された。〕 に規律されておりますが，債務者の現在および将来の財産















一方で，共和暦年雪月 17日〔現行暦の 1979 年月日〕のデクレは，
「法律は，相続を規律するにあたって，財産の性質または取得経緯によ




























































事実，1988 年 12 月 23 日の法律は共同投資ファンド（fonds communs de
































































































1985 年月 11 日の法律は，事業に関する資産を独立させることを認める
EURL（有限責任一人企業）の設立を認めました。この一人会社の設立の可能性
は，次のように拡大しています。すなわち，
1999 年月 23 日の法律によって認められた一人会社の形式による自由
専門職（profession libérale）
1999 年月 12 日の法律によって創設された簡易型一人株式会社（soci-























































































|Lʼentreprise personnelle à responsabilité limitée: Rapport du groupe dʼétude chargé







































まず，商法典（新）L. 621-条において，倒産手続の拡張（extension de la







商法典 L. 526-18 条によって付与された充当資産の収益を非充当資産に移す権能が過
剰に行使された場合です），フォートの結果生じた積極財産の不足を穴埋めする
ために，事業者の非充当資産に対して，制裁をくわえることができます（商法


























れた原稿（フランス語表題: Les évolutions de la théorie du patrimoine en droit
français au cours des vingt-cinq dernières années）の全訳である。〔 〕内の記述は
訳者が付したものである。当日は，原が講演の通訳を担当し，野澤正充立教大学
教授が質疑応答を通訳された。
最後に，報告内容に関して事前に様々にご教示くださったクロック教授，およ
び，このような機会をくださった野澤教授に対し，この場をお借りして改めて感
謝申し上げたい。
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